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年の停戦、および翌八九 のホメイニー死去を経て、最高指導者に就任 たハーメネイーの権力基盤は当初、政教両面にて脆弱であった。弱い統治者が仮想敵を創り出して権力基盤を固めたがる は 古今東西常であろう。九〇年代前半にハーメネイー新体制は、八〇年代の軍事脅威と入れ替わ
る形で到来する西洋の「文化侵略」を煽り始めた。それに呼応するかのように、 文化 ・プロパガンダ機関との連携や関連法令の整備など、革命防衛隊の非軍事活動・社会浸透の制度化が、体制一丸で進められた。この頃の革命防衛隊は、ハーメネイーへの傾倒を強めて隊内のイデオロギー教化体制を整備し、戦時の人員を官庁・警察・他 に振り分け、若年人口増で拡大する都市新興区域にてバスィージ 末端拠点を拡大させるなど、戦時以上に非軍事面 下部構造を強化する方策を次々と打ち出していった。　
以上の国内情勢と呼応するかのように、







統領選挙とその後の急進改革派の台頭である。その二つの出来事は、敵が直接的に感じられるばかりか、ウイルスのように国内深部まで入り込む深刻な脅威として到来した契機と、現在の革命防衛隊には記憶される。実は革命防衛隊にとって、九〇年代に進んだラフサンジャーニー一派による国益の私物化、国家財政の悪化、それに並行する政治的閉塞は歓迎されるも ではなくしたがって既得権益を害さない範囲で、何らかの構造的変革が期待されていた。九七年の大統領選挙時、革命防衛隊隊員の大半が状況打開 シンボルであったハータミを支持したと度々指摘され ように、選挙時の革命防衛隊上層部においては、保守派から改革派への政権移行は、そ ほど大事ではなかったのである。　
しかし政権発足後、ハータミーを支持す
る学生らと強硬保守派団体が衝突する中で、政権が学生らを擁護し、これに並行してクリントン米政権 ハータミー政権 接近し
合う状況下、革命防衛隊上層部の危機感は、徐々に高まっていった。革命防衛隊から見れば、九〇年代前半以来の西洋による「文化侵略」は、イラン国民の精神を着実に蝕み、とうとう国家体制を動揺させる水準まで到達したのである。かかる危機感は、九九年のテヘラン大学寮襲撃事件後の騒擾の最中、 「政権が騒擾に断固た 対応を採らなければクーデターをも辞さない」旨の連名書簡を、革命防衛隊将校がハータミー宛に発出したことにも よく示されている。　
それから今世紀に入り、急進改革派と体
制側との対立が頂点に達した頃の〇三年六月に発生した全国的騒擾は 西洋の浸透が国内にいまだ根深いことを、体制側に実感させるものだった。しかしこの頃、政界レベルで急進改革派の退潮が決定的 なることで、国内統制 権限を専有できる好機が、体制側に生まれていた。そこで体制側は、巧みな治安対策によって騒擾 沈静化し、政界・国民の両レベルで 気運を潰した後、〇四年国会議員選挙と〇五年大統領選挙では、経済改善能力を謳う「新保守」勢力を立ちあげ、行政府・立法府を急進改革派から奪い返した。とりわけ、〇五年大統領選挙にて当選したアフマディーネジャードは、雑多な保守諸派から成る「新保守」の中でも、革命防衛隊の脅威認識に強く共感する人物として、革命防衛隊に っては理想的な大統 であった。それ 現在までの革命防衛隊 行政府の手厚い支援を
受け、政治・社会領域への浸透を加速させた。それは、急進改革派の台頭以降の危機を克服するのみならず、革命防衛隊が国権中枢を掌握する道を拓いたのである。　
また、この時期国外では、革命防衛隊の
危機感を高める出来事が連発し 。主要なところでは、〇一年の米同時多発テロを契機とするアフガニスタン・イラクの体制崩壊、その後のイラン周辺国における米軍の駐留拡大、〇三年以降の旧ソ連圏における「色革命」 、〇五年の民主化支援路線の強化という米国の対イラン政策変更があげられる。こうして軍事・非軍事両面の脅威が国外にて増大する反面、国内では急進改革派の壊滅によって、脅威は消滅したはずだった。しかし今次選挙後の騒乱によって、西洋と繋がる国内の脅威が復活し 「ビロード革命」の蓋然性はこれまで以上に高またと、革命防衛隊は思い知ったのである。　
以上、イラン・イスラーム共和国体制が
存続してきた三〇年間は、革命防衛隊にとって、西洋の脅威が一貫 てイランを侵食する過程であっ と、まとめられよう。そして、今次大統領選挙後の騒乱は、革命防衛隊が西洋の「ビロード革命」からイスラーム革命体制を防衛する めの「本土決戦」であった、これが小論冒頭の疑問に対する筆者なりの回答である。
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